
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）
（単位：百万円）

団体名　　青森市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

38,056 24,911 3,350 66,318

１．一般会計等の財政状況 ①
（単位：百万円）

一般会計 129,425 126,491 2,935 2,263 233 178,558 4,781

公共用地取得事業特別会計 45 45 0 0 45 195 0

母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 126 104 22 4 4 0 0 実質赤字額

一般会計等 128,428 125,472 2,956 2,267 178,753 4,781 -
② ③ ④ 　⑤ （＝－②）

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。 　※ ②が負数の場合のみ

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

病院事業会計 12,168 12,275 △ 108 216 833 5,381 3,014 法適用

水道事業会計 6,223 5,586 638 2,987 0 17,400 321 法適用

自動車運送事業会計 2,620 2,907 △ 287 △ 389 480 72 26 法適用

宅造事業特別会計 1,339 1,055 283 167 0 2,636 0

下水道事業特別会計 12,888 12,780 108 79 1,746 87,898 23,645

中央卸売市場特別会計 1,288 1,284 4 4 290 4,945 2,571

農業集落排水事業特別会計 335 324 11 11 205 3,579 3,078

競輪事業特別会計 17,842 17,444 398 398 0 0 0

国民健康保険事業特別会計 30,289 29,618 670 670 2,025 0 0

老人保健事業特別会計 54 36 18 18 4 0 0

介護保険事業特別会計 20,314 20,297 16 16 3,301 0 0

後期高齢者医療特別会計 2,569 2,471 98 98 668 0 0

駐車場事業特別会計 354 353 1 1 121 1,272 495 連結実質赤字額

公営企業会計等　計 4,277 123,183 33,150 -
⑥ ⑦ 　⑧ （＝－（②＋⑥））

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用している公営企業である。 　※ （②＋⑥）が負数の場合のみ
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

青森地域広域消防事務組合 4,241 4,154 87 82 0 0 853 853

青森地域広域事務組合 1,500 1,393 107 107 0 0 2,873 1,856

津軽広域水道企業団津軽事業部 2,018 1,650 368 2,217 0 0 7,113 0 法適用

黒石地区清掃施設組合 845 775 70 70 0 0 172 29

南黒地方福祉事務組合 497 453 44 44 0 0 142 20
青森県後期高齢者医療広域連合

(一般会計) 547 475 71 71 0 55 0 0

青森県後期高齢者医療広域連合
(高齢者医療特別会計) 136,203 132,955 3,248 3,248 0 3,233 0 0

青森県市長会館管理組合 6 6 0 0 0 0 0 0

青森県交通災害共済組合 220 192 28 28 0 0 0 0

一部事務組合等　計 5,867 0 11,153 2,758
⑨ ⑩
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４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

青森市土地開発公社 52 205 5 0 3,767 943 0 0

公立大学法人青森公立大学 37 6,396 6,396 563 0 - 0 0

青森市観光レクリエーション振興財団 △ 5 0 5 0 0 - 0 0

青森市シルバー人材センター △ 5 40 3 21 0 - 0 0

青森市文化スポーツ振興公社 37 129 100 0 0 - 0 0

青森市水道サービスセンター 0 11 10 0 0 - 0 0

青森産業展示館 △ 37 126 20 7 0 - 0 0

青森情報処理開発財団 10 437 20 0 0 - 0 0

青森駅前再開発ビル △ 50 513 835 0 2,415 - 0 0

青森市交通事業振興株式会社 2 23 5 0 0 - 0 0

ソフトアカデミーあおもり 169 959 200 0 259 - 0 0

アップルヒル 3 71 30 0 0 - 0 0

青森学術文化振興財団 27 2,252 1,000 0 0 - 0 0

地方公社・第三セクター等　計 8,629 592 6,396 943 0 0
⑪

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成20年度
決算A

平成21年度
決算B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 1,858 2,665 807

減 債 基 金 3,372 3,377 5

その他充当可能基金 2,266 3,437 1,171

充当可能基金 計 7,496 9,478 1,982
⑫

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況
（単位：％（財政力指数を除く））

財政指標名
平成20年度
決算A

平成21年度
決算B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算A

平成21年度
決算B

差引
B-A

実質赤字比率
(赤字の場合「△」）

2.43 3.41 0.98 △ 11.25 △ 20.00 2.6 1.8 △ 0.8

連結実質赤字比率
(赤字の場合「△」）

8.56 9.86 1.30 △ 16.25 △ 40.00 49.4 49.4 0.0

実質公債費比率 13.9 13.8 △ 0.1 25.0 35.0 △ 14.6 △ 17.8 △ 3.2

将来負担比率 181.0 160.8 △ 20.2 350.0 2.2 1.6 △ 0.6

財政力指数 0.58 0.56 △ 0.02 0.5 0.8 0.3

経常収支比率 90.9 89.9 △ 1.0 9.9 14.8 4.9

－ 5.9 皆増

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。 
　　　　　３．「資金不足比率」について、事業の規模が零となる場合には、「※」で表示している。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算による基準である。

【参考】健全化判断比率（実質公債費比率を除く）の算定方法

－

－

（百万円）

・将来負担額＝ ③ ＋ ④ ＋ ⑦ ＋ 退職手当負担見込額 ＋ ⑧ ＋ ⑨ ＋ ⑩ ＋ ⑪ ＋ 公的信用保証等に係る損失補償見込額 237,157

17,712 （百万円） 3 （百万円） ⑬

（百万円）

・充当可能財源＝ 充当可能基金 ⑫ ＋充当可能特定歳入 ＋ 基準財政需要額算入見込額 146,806

7,341 （百万円） 129,988 （百万円） ⑭

・算入公債費等の額＝ 10,144 （百万円）

⑮
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水道事業会計

充当可能財源等 ⑭
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７　健全化判断比率等の分析及び今後の対応方針
（1）健全化判断比率等の分析

（注）１　「①実質赤字比率」及び「②連結実質赤字比率」は、赤字がある場合に比率を正数で表示し、黒字の場合は「－」と表示している。
　　　２　「④将来負担比率」及び「⑤資金不足比率」は、将来負担額又は資金不足額がない場合は「－」と表示している。

（2）今後の対応方針

－

　平成21年度決算においては、自動車運送事業会計で約3.9億円の資金不足が生じまし
たが、その他の会計においては約69億円の黒字（余剰金）が生じたことから、連結ベース
では自動車運送事業会計の資金不足額が打ち消された形となり、結果、連結実質赤字は
発生しておりません。
　資金不足が生じた自動車運送事業会計においては、経営改善に向けた取り組みが急
務となります。

⑤資金不足比率

④将来負担比率

比率 分　　　　　　　　　析　　　　　　　　　欄

①実質赤字比率 －

　青森市においては、実質収支の恒常的な黒字化を目指すため平成18年2月に策定した
「行財政改革プラン・プログラム」の実施や、歳出全般にわたる効率化・合理化を進め、財
政構造健全化のための取り組みを実施した結果、平成21年度決算においては実質赤字
が発生しておりません。
　今後も引続き行財政運営基盤の確立を目指して参ります。

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率 13.8％

　国の経済対策に呼応した公共投資の実施や新幹線開業対策に向けた基盤整備事業な
どの大規模事業が行われていますが、交付税措置など比較的有利な起債制度を活用し
てきたことや、公債費負担の平準化を図ってきたことにより、早期健全化基準値「25.0％」
に対し比較的抑制された結果となっています。今後においても、公共投資経費に充当す
る一般会計の市債発行額を100億円以内に抑制することなどを継続実施した、比率の抑
制が必要となっております。

160.8％

　これまでの公共投資における地方債残高の占める割合が、他の類似団体と比較すると
やや高い傾向となっていますが、退職者不補充による退職手当負担見込額の減や地方
債の償還に充当可能な基金が増えたことにより、指標が昨年度より大幅に改善されてい
ます（20.2ポイント減）。今後も他の類似団体との比較・分析を行いながら、退職者不補充
や地方債の低利債への借換、交付税措置がある有利な地方債の活用するなど、財政構
造健全化のための取り組みを推進し、持続可能な財政基盤の確立に努めます。

水道事業会計 －

　平成13年度以降より給水水量の減少傾向が続いており、水道料金収入は年々減少して
おります。また、安全で安心な水道水の安定供給のため管路の耐震化・老朽施設の更新
等に多額の投資が必要であり、経営環境は厳しい状況ですが、人件費の削減や高利率
の企業債の償還が進んだこと等により平成21年度も黒字収支となりました。今後も、引続
き事務・事業の効率化・外部委託化を進め、財政運営基盤の確立に努めます。

病院事業会計 －
　平成21年度決算においては資金不足は生じておりませんが、病院事業を取り巻く経営
環境は依然として厳しいことから、経営改善に向けた取組を今後ともおこない、経営健全
化・効率化に努めます。

自動車運送事業会計 17.8％

　近年は全国的に広がるマイカー普及等を要因に利用者は減少の一途をたどり、増収対
策とともに退職者の不補充や一部路線の委託化などを実施し収支均衡による恒常的な
経営基盤の確立に向けてこれまで進めてきましたが、経費抑制を上回る利用者減による
減収により資金不足が生じております。今後、「総合都市交通戦略」に基づき整理する「バ
ス交通に関する戦略」の実施計画の中で、公共交通サービスのあり方を明確に定めたう
えで、将来的に持続可能な事業規模へ再編するため、路線・運行便数の調整を行うととも
に、引き続き正職員退職者不補充を原則とし、再任用職員及び嘱託職員の有効活用によ
る人件費抑制や資産の有効活用など経費の効率化を図り、経営健全化の推進に努めて
参ります。

下水道事業特別会計 －
　平成21年度決算においては資金不足は生じていないものの、今後も引き続き行政評価
に基づく一層の施策の重点化と事務事業の厳選により、限られた経営資源を効果的・効
率的に活用し、経営健全化に努めます。

中央卸売市場特別会計 －

　平成21年度決算においては、資金不足は生じてないものの、現在の市場をとりまく環境
を鑑み、景気低迷及び取扱高減少等による総収益減少傾向等財政上の状況を考慮しつ
つ、引き続き行政評価に基づく一層の施策の重点化と事務事業の厳選により、限られた
経営資源を効果的・効率的に活用し、経営健全化維持に努めます。

　青森市の財政状況は、自動車運送事業会計の資金不足額を除き、直ちに財政健全化団体に該当するものではありませんが、今後も将来
世代に責任のもてる行財政運営基盤の確立を目指した取り組みにより、健全な財政環境に努めることとしております。また、自動車運送事
業会計においては、引き続き退職者不補充と再任用職員及び嘱託職員への移行による人件費の抑制に努めるとともに、運行費用の効率
化とバス路線の再編など、事業経営の健全化に取り組むこととしております。

農業集落排水事業特別会計 －
　平成21年度決算においては資金不足は生じていないものの、今後も引き続き行政評価
に基づく一層の施策の重点化と事務事業の厳選により、限られた経営資源を効果的・効
率的に活用し、経営健全化に努めます。

宅地造成事業特別会計 －
　平成21年度決算においては資金不足は生じていないものの、本事業で売却処分予定の
18区画の一般保留地のうち、これまで売却が完了したものが2区画のみとなっておりま
す。今後とも、なお一層、一般保留地の売却に努めて参ります。


